
令和６年度鹿児島県市町村国民健康保険の 

財政状況等について 

 

 

 この度、鹿児島県では、県の国民健康保険特別会計と県内市町村の国民健康保険特別会計

の財政状況（令和６年度分）等を取りまとめたので公表します。 

 

○ 主なポイント 

 １ 鹿児島県国保特別会計 

  ① 単年度収入額：1,858 億９千７百万円(前年度比 0.9％(16 億６千万円)減) 

  ② 単年度支出額：1,829 億７千７百万円(前年度比 2.4％(44 億１千９百万円)減) 

  ③ 単年度収支差引額：29 億２千万円の黒字（①－②） 

   ※ 翌年度に行われる当該年度の国費等の精算額を加えた精算後単年度収支差引 

    額は 30 億２千１百万円の黒字(黒字額は前年度から 26 億１百万円増) 

 

 ２ 市町村国保特別会計（43 市町村の合計額） 

  ① 単年度収入額：1,974 億８千９百万円(前年度比 2.1％(43 億９百万円)減) 

  ② 単年度支出額：1,987 億９百万円(前年度比 2.1％(41 億７千万円)減) 

  ③ 単年度収支差引額：12 億２千万円の赤字（①－②） 

※ 決算補填等目的の法定外一般会計繰入金を除いた場合の精算後単年度収支 

    差引額は 40 億４千２百万円の赤字(赤字額は前年度から７億５千７百万円増) 

 

 ３ 被保険者数（年度末現在） 

   312,951 人(前年度から 15,279 人減) 

 

 ４ 国民健康保険税収納率(現年度分) 

   94.44％(前年度から 0.15 ポイント減) 

 

 

 

 

 

令和８年 10 月 

 

    鹿 児 島 県 
 



令和６年度 鹿児島県市町村国民健康保険の財政状況等について 

 

１．鹿児島県国保特別会計の財政状況（図表１） 

  平成 30 年度から、県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確 

保等の国保運営に中心的な役割を担い、制度の安定化を図ることとされた。 

  具体的には、県は、市町村から国民健康保険事業費納付金を徴収するとともに、保険給付に  

必要な費用を全額市町村に交付することにより、国保財政の「入り」と「出」を管理する。 
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 (1) 収入 

事業費納付金（474 億４百万円）は対前年比で 1.3％（６億３千１百万円）の減、国庫支

出金（562 億４千８百万円）は対前年比で 1.5％（８億７千３百万円）の減、前期高齢者交

付金（697 億４千２百万円）は対前年度比で 0.2％（１億４千８百万円）の増となっている。 

 

 (2) 支出 

保険給付費等交付金（1,512 億７千万円）は対前年度比で 2.7％（41 億９千８百万円）

の減、後期高齢者支援金等（233 億２百万円）は対前年度比で 0.8％（１億７千５百万円）

の増、介護納付金（70 億２千６百万円）は対前年度比で 1.7％（１億２千４百万円）の減

となっている。 

 

 (3) 収支状況 

医療給付分及び介護分（介護納付金に関するもの）を合わせた収支状況については、収

入合計は 1,910 億７千１百万円、支出合計 1,871 億３千１百万円であり、それらの収支差

引合計額は、39 億４千万円となっている。 

単年度収入（1,858 億９千７百万円）から単年度支出（1,829 億７千７百万円）を控除し

た単年度収支差引額は 29 億２千万円の黒字である。 

 

 (4) 精算後単年度収支差引額等 

単年度収支差引額 29 億２千万円に、国庫支出金精算額等１億１百万円を加えた精算後単

年度収支差引額は 30 億２千１百万円の黒字となっている。 

なお、基金等保有額は、116 億２千９百万円となっている。 



 

 

 



２．市町村国保特別会計の財政状況（図表２） 

 (1) 収入 

保険税収入（267 億７千９百万円）は、対前年度比で 2.7％（７億５千５百万円）の減と

なっている。これは、被保険者数が 15,279 人減少したことが主な要因である。 

都道府県支出金（1,512 億７千５百万円）は、対前年度比で 2.7%（41 億９千９百万円）

の減となっている。 

一般会計繰入金については、法定分（157 億１千４百万円）は対前年度比で 1.0％（１億

６千４百万円）の減、法定外分（31 億６千２百万円）は対前年度比で 25.4％（６億４千１

百万円）の増となっている。 

 

 (2) 支出 

保険給付費（1,456 億８千９百万円）は、対前年度比で 2.6％（38 億２千３百万円）の

減となっている。 

国民健康保険事業費納付金（474 億４百万円）は、対前年度比で 1.3％（６億３千１百万

円）の減となっている。 

 

 (3) 収支状況 

医療給付分及び介護分（介護納付金に関するもの）を合わせた収支状況については、収

入合計は 2,009 億６千３百万円、支出合計は 2,024 億４千８百万円であり、それらの収支

差引合計額は、▲14 億８千５百万円となっている。 

単年度収入（1,974 億８千９百万円）から単年度支出（1,987 億９百万円）を控除した単

年度収支差引額は 12 億２千万円の赤字である。 

 

 (4) 決算補填等目的の一般会計繰入金等を除いた場合の精算後単年度収支差引額等 

一般会計繰入金（法定外）のうち決算補填等を目的とする 28 億２千２百万円を精算後単

年度収支差引額▲12 億２千万円から除いた精算後単年度収支差引額は、40 億４千２百万円

の赤字となっている。 

なお、基金等保有額は、61 億９千万円となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

(5) 収支状況の推移と黒字または赤字保険者の状況（図表３） 

単年度収支差引額は、直近の過去５年度間では、令和２年度、令和５年度及び令和６年

度で赤字となっている。 

令和６年度は県全体で 12 億２千万円の赤字であり、15 保険者が合計３億１千２百万円

の黒字、28 保険者が合計 15 億３千２百万円の赤字となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 



３．市町村国保の被保険者数（図表４、５） 

被保険者数は減少しており、令和６年度末は 31 万 2,951 人で、前年度に比べて 15,279 人 

（4.7％）の減、県人口に対する加入割合は 20.1％となっている。 

国保世帯数は 21 万 5,570 世帯で、前年度に比べて 7,484 世帯（3.6％）の減となっている。

また、１世帯当たりの被保険者数は 1.45 人で毎年度減少傾向にある。 

図表４　市町村国保における年度別被保険者数及び世帯数等の推移（年度末現在）

区分 県 人 口 被 保 険 者 数 加 入 割 合 国 保 世 帯 数
１ 世 帯 当 た り
被 保 険 者 数

年度
（人）

A
（人）

B
（％）
B/A

（世帯）
C

（人）
B/C

2 1,617,850 367,229 22.7% 239,596 1.53

3 1,605,419 357,841 22.3% 236,122 1.52

4 1,591,699 343,263 21.6% 229,887 1.49

5 1,576,361 328,230 20.8% 223,054 1.47

6 1,558,920 312,951 20.1% 215,570 1.45

（出所：国保情報データベース及び住民基本台帳年報）

（注）県人口は１月１日現在。

 

 

 

 

 

 

 

 



４．市町村国保の保険税収納状況 

 (1) 保険税の収納率（図表６、７、８） 

令和６年度の保険税の収納率について、現年度分においては 94.44%で前年度より 0.15 

ポイント下降しており、滞納繰越分においては 20.76%で前年度より 0.03 ポイント下降し 

ている。 

図表６　市町村国保における年度別保険税収納率の推移 （単位：％）

区分 県 全　　　　　　　　国

年度 現 年 度 分 滞 納 繰 越 分 現 年 度 分 滞 納 繰 越 分

2 94.51 22.98 93.69 24.27

3 94.83 21.86 94.24 23.72

4 94.73 21.16 94.14 23.94

5 94.59 20.79 94.20 24.32

6 94.44 20.76 93.99 24.81

（出所：国保情報データベース）
（注１）全国値は、国の国民健康保険事業年報Ｂ表・Ｅ表集計表による。

 

図表７ 市町村国保における年度別保険税収納率の推移（現年度分） 

 

図表８ 市町村国保における年度別保険税収納率の推移（滞納繰越分） 

 



(2) 保険者規模別保険税収納率（現年度分）（図表９、10）  

令和６年度の収納率を保険者規模別にみると、前年度と比べ、市部平均は 0.16 ポイント

下降し、町村部平均は 0.05 ポイント下降している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(3) 保険税の滞納世帯数等（図表 11）  

令和７年６月１日現在における保険税に一部でも滞納がある世帯数は、前年度より 724

世帯増加して 19,213 世帯となった。市町村国保の全世帯に占める滞納世帯の割合について

は、8.8％となった。 

なお、短期被保険者証交付世帯数は 177 世帯、資格証明書交付世帯数は 251 世帯といずれ

も減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（参考１） 

世帯数、被保険者数、１世帯・１人当たり保険税調定額及び 

保険税収納状況、所得、１人当たり保険給付費の推移 

（１）世帯数・被保険者数の推移（市町村国保）

世帯数 伸び率 人数 伸び率 人数 伸び率 人数 伸び率

年度 世帯 ％ 人 ％ 人　 ％ 人 ％

2 239,596 ▲ 0.1 367,229 ▲ 1.3 367,229 ▲ 1.3 0 ▲ 100.0

3 236,122 ▲ 1.4 357,841 ▲ 2.6 357,841 ▲ 2.6 0  0.0

4 229,887 ▲ 2.6 343,263 ▲ 4.1 343,263 ▲ 4.1 0  0.0

5 223,054 ▲ 3.0 328,230 ▲ 4.4 328,230 ▲ 4.4 0  0.0

6 215,570 ▲ 3.4 312,951 ▲ 4.7 312,951 ▲ 4.7 0  0.0

（出所）国民健康保険事業年報

（各年度末現在）

世帯数 被保険者数
一般被保険者 退職被保険者等

 

 

 

 

 

 

 



（参考２） 

令和６年度 保険税収納率一覧 【市町村別】 

         

                              



（参考３） 

保険税収納率（現年度分）の状況【市町村別】 

 



（参考４） 

滞納世帯数等の推移 

 



                                           （参考５） 

滞納世帯数等【市町村別】 

 


